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1 業務概要 

1.1 目的 

瑞穂市ではこれまで、西処理区において特定環境保全公共下水道を実施してきたが、令和 2 年度より

瑞穂処理区の公共下水道に着手することとし、令和 2 年 3 月に下水道事業計画を定めた。公共下水道の

着手にあたっては、これまで以上に民間企業の技術力、人材、アイデア等を最大限に活用できる事業スキ

ームとして、プロジェクト・プランニング型 PPP/PFI の導入を予定している。 

本業務は、来年度に予定されているプロジェクト・プランニング型 PPP/PFI の民間企業選定に向けた導

入可能性を調査するものである。 

 

1.2 契約内容 

 本業務の概要を以下に示す。 

 

（1）件  名 瑞穂市下水道事業におけるプロジェクト・プランニング型 PPP/PFI 

導入検討調査委託 

（2）業務箇所： 瑞穂市内 

（3）対象施設： 表 1-1 のとおり 

（4）契約期間： 着手： 令和 2 年 8 月 28 日 

完成： 令和 3 年 3 月  1 日 

 

表 1-1 対象施設 一覧表 

項目 全体計画 下水道法事業計画 

事業名 瑞穂市公共下水道（瑞穂処理区） 

対象区域 汚水面積 1,286.5ha  汚水面積 97.7ha  

想定管路延長 幹線  21.8km 

枝線 255.2km 

幹線  5.8km 

枝線 17.2km 

下水処理場処理能力 19,600m3/日 2,450m3/日 

処理方式 凝集剤併用型高度処理オキシデーションディッチ法 

下水処理場面積 42,000m2（左記のうち 10,000m2 程度は当分の間、構造物を設けない目的外利用

が可能） 

供用開始目標 令和 8 年 4 月 1 日 

計画処理人口 51,056 人 4,867 人 

※必要に応じ、上記対象範囲及び施設外を含めた調査及び検討を実施する 
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1.3 業務内容 

1.3.1 業務実施フロー 

 業務実施フローを図 1-1 に示す。 

 

 
図 1-1 業務実施フロー 

 

1.3.2 下水道事業における課題整理 

瑞穂市公共下水道（瑞穂処理区）事業における PPP/PFI の導入検討にあたり、市の汚水処理施設の整備

状況、市の実施体制及び財政状況、岐阜県の下水道事業における地域特性等の現状や全国の下水道事業

の PPP/PFI の動向等を調査し、公及び民それぞれの立場で多角的な観点で課題整理をする。課題整理にあ

たっては、公共下水道事業に関するステークホルダーを抽出し、それらの利害関係を分析すると共に、瑞

穂市の様々な状況から公共下水道事業実施のリスクや課題、地域のニーズ等の整理をする。 

 

1.3.3 民間企業サウンディング調査 

下水道事業計画における管路施設及び処理施設に関する設計、建設、維持管理や経営までのすべての下

水道業務に関して、PPP/PFI の導入が可能かどうかの前提のもと、これまでの下水道事業における公民連

携企業に加え、新たな発想が期待できる企業に対しても広くサウンディング調査を実施し、市場性の有

無や想定されるリスク、効率的な事業運営に向けたアイデア等を整理する。 

 

1.3.4 事業スキームの検討 

下水道事業における課題整理、民間サウンディング調査の結果等に基づき、事業計画における管路施設

及び処理施設に関する設計、建設、維持管理や経営に関してのすべての下水道業務に関する公民の役割

分担、リスク分担を整理したううえで、PPP/PFI の様々な事業スキームを検討する。 

なお、検討する事業スキームは、民間企業の移行調査を踏まえ随時見直すものとする。 

 

情報収集(瑞穂市,下水道技術,PPP-PFI等)
ステークホルダー利害分析
⇒公・民のリスク・課題・ニーズ整理

（１）下水道事業の課題整理

要求水準,事業範囲,契約方法,事業期間の検討
リスク分担,モニタリング方法の検討
⇒導入事業スキーム候補

（３）事業スキームの検討

（６）報告書作成
⇒報告書,総政局報告書作成

（２）民間企業サウンディング調査
PP型PPPの周知活動
調査対象企業の抽出
調査項目の作成
サウンディング調査
⇒ヒアリング結果分析・アイデア精査

見
直
し

管渠・処理場基本設計の精査
人件費・維持管理費の想定
PSC・PFI-LCCの算出
⇒VFMの算出
⇒公・民の定性的メリット・デメリット
⇒事業スキーム（案）

（４）PPP/PFIの導入効果の検証

法務照査
⇒実施方針（案）の作成
⇒関係機関説明資料の作成

（５）実施方針（案）の策定
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1.3.5 PPP/PFI の導入効果の検証 

 1.3.4 で検討された事業スキームにおいて、PPP/PFI を導入した場合、公側民側で期待できる効果を検証

する。 

 

1.3.6 実施方針（案）の策定 

 PPP/PFI を導入した事業実施に向け、実施方針（案）を作成する。また、実施方針（案）の公表にあた

り、各関係機関への説明に必要となる関係資料を整理する。 

 

1.3.7 報告書作成 

 本業務の調査及び検討結果内容を報告書として取りまとめる。報告書は本業務での検討プロセス及び

検討結果を取りまとめるとともに、PPP/PFI 事業者募集の説明資料作成に向けて、引き継ぎ事項となる課

題を整理する。また、本業務は国土交通省総合政策局令和 2 年度先導的官民連携支援事業の選定を受け

ていることから、当該事業の報告書フォーマット項目案に基づく報告書を別途作成する。 
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1.4 準拠基準・指針類 

準拠基準・指針類は下記のとおりとし、下記以外を使用する場合は、説明を行い市の了解を得る。なお、

準拠基準・指針類を使用した場合には出典を明記する。 

 

・下水道事業の手引き（日本水道新聞社） 

・下水道計画の手引き（全国建設研修センター） 

・流域別下水道整備総合計画調査指針と解説（日本下水道協会） 

・下水道施設計画･設計指針と解説（日本下水道協会） 

・下水道維持管理指針（日本下水道協会） 

・小規模下水道計画・設計・維持管理指針と解説（日本下水道協会） 

・地方公共団体におけるＰＦＩ事業導入の手引き（内閣府） 

・PFI 事業実施プロセスに関するガイドライン（内閣府） 

・PFI 事業におけるリスク分担等に関するガイドライン（内閣府） 

・VFM（Value For Money）に関するガイドライン（内閣府） 

・契約に関するガイドライン‐PFI 事業実施契約における留意事項について（内閣府） 

・PPP/PFI 推進アクションプラン（令和 2 年度版）（内閣府） 

・モニタリングに関するガイドライン（内閣府） 

・下水道事業における公共施設等運営事業等の施設に関するガイドライン（国土交通省） 

・下水道事業におけるＰＰＰ/ＰＦＩ手法選択のためのガイドライン（国土交通省） 

・性能発注の考え方に基づく民間委託のためのガイドライン（国土交通省） 

・包括的民間委託等実施運営マニュアル（国土交通省） 

・下水道管路施設の管理業務における包括的民間委託導入事例集（国土交通省） 

・下水道管路施設の管理業務における包括的民間委託導入ガイドライン（国土交通省） 

・下水道事業における公共施設等運営事業等の実施に関するガイドライン（国土交通省） 

・性能発注の考え方に基づく民間委託のためのガイドライン（国土交通省） 

・処理場等包括的民間委託の履行監視・評価に関するガイドライン（日本下水道協会） 

・処理場等包括的民間委託導入ガイドライン（日本下水道協会） 

・包括的民間委託等実施運営マニュアル（案）（日本下水道協会） 

 

 

1.5 成果品 

本業務の成果品と提出部数は下記のとおりとする。 

 

（1）報告書（A4 版観音開き製本） 10 部 

（2）先導的官民連携支援事業用報告書 3 部 

（3）打合せ議事録 1 部 

（4）上記電子データ（CD 又は DVD） 正・副 各 1 部 
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1.6 照査計画 

 一般仕様書に定められた要件を満たす照査技術者（業務組織計画参照）を配置し、ISO9001 品質マネ

ジメントシステムに従い照査を実施する。照査結果は、照査報告書として取りまとめ、成果品納品時に報

告する。 

 

 

1.7 成果品の品質を確保するための計画 

 成果品の品質を確保するため、本業務において以下のとおり実施する。 

 

（1）ISO9001 品質マネジメントシステムに基づき、品質管理を行う。 

（2）初回協議後に、業務の実施方針や要望を考慮して社内レビューを実施し、品質の確保に 

努める。 

（3）成果品完成時に、照査技術者による作業内容の照査を実施する。 

（4）成果品の納品審査において、瑕疵が発見された場合、ただちに修正を行う。 
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1.8 用語の定義 

本業務で用いる用語は、平成 31 年 3 月に国土交通省水管理・国土保全局下水道部より発行された「下

水道事業における公共施設等運営事業等の実施に関するガイドライン」（以下、コンセッションガイドラ

イン）に従う。 

 
出典：下水道事業における公共施設等運営事業等の実施に関するガイドライン 
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出典：下水道事業における公共施設等運営事業等の実施に関するガイドライン 
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出典：下水道事業における公共施設等運営事業等の実施に関するガイドライン 
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出典：下水道事業における公共施設等運営事業等の実施に関するガイドライン 
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2  下水道事業における課題整理 

2.1 瑞穂市の状況 

2.1.1 地形・地勢 

瑞穂市は、濃尾平野の北西、岐阜市と大垣市にはさまれて位置しており、東には長良川、西には揖斐川

が流れ、輪中と呼ばれる水郷地帯である。瑞穂市は、穂積町、巣南町が平成 15 年 5 月に合併して誕生し

ており、行政区域面積 2,819ha、行政人口 55,171 人（令和 2 年 7 月末）を有している。  

瑞穂市の標高図を図 2-1 に示す。市全域で標高が低く、平坦地となっている。アクアパークみずほの

建設予定地の標高は、6m 前後となっている。 

 

 
図 2-1 瑞穂市の標高図 

 

  

アクアパークみずほ 

穂積庁舎 

巣南庁舎 
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2.1.2 人口 

 瑞穂市の行政人口の推移を図 2-2 に示す。平成 15 年 5 月の合併以降、行政人口の増加が続いており、

近年は 0.5～1.0%の増加率で推移している。 

 

 

図 2-2 行政人口の推移 

 

 行政人口の増加は、国立社会保障・人口問題研究所（社人研）が平成 30 年 3 月に公表した推計値に

よると令和 12 年前後までは続く見通しである。令和元年度に策定した瑞穂市公共下水道全体計画で

は、社人研の平成 30 年 3 月に公表した推計値を用いて計画処理人口の設定を行っている。 

 

 

図 2-3 行政人口の将来予測  

H15末 48,273 824 1.7%

H16末 48,744 471 1.0%

H17末 49,435 691 1.4%

H18末 49,820 385 0.8%

H19末 50,620 800 1.6%

H20末 51,126 506 1.0%

H21末 51,271 145 0.3%

H22末 51,634 363 0.7%

H23末 52,083 449 0.9%

H24末 52,453 370 0.7%

H25末 52,822 369 0.7%

H26末 53,271 449 0.9%

H27末 53,599 328 0.6%

H28末 53,909 310 0.6%

H29末 54,191 282 0.5%

H30末 54,735 544 1.0%

R1末 55,016 825 0.5%

注
※
：H15末の増加人口は、合併したH15.4末からの値
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 また、市内の人口密度分布を図 2-4 に示す。 

 

※人口密度を算出した人口分布は平成 27 年度国勢調査による 

図 2-4 市内の人口密度分布 

  

アクアパークみずほ 
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2.1.3 まちづくりのビジョン 

 瑞穂市では、まちづくりのビジョンとして、平成 28 年度に瑞穂市第 2 次総合計画が策定されている。

第 2 次総合計画では「誰もが未来を描けるまち 瑞穂」を掲げ、「持続可能な都市経営のまち」を共通目

標にとして、5 つの基本目標が示されている。基本目標 2「便利で快適に暮らせる美しいまち」を実現す

るための重点施策の 1 つとして公共下水道事業が位置付けられている。 

 

 

 

出典：瑞穂市第 2 次総合計画（平成 28 年度） 
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2.1.4 都市計画 

a) 都市計画マスタープラン 

 瑞穂市では、平成 20 年 9 月に「瑞穂市都市計画マスタープラン」を策定し、平成 23 年 10 月には、

社会情勢に対応するため一部変更が行われた。その後、平成 28 年 3 月に策定された上位計画である

「瑞穂市第 2 次総合計画」の方針等に基づき、人口減少・超高齢社会等に対応した都市を目指すため、

平成 30 年 3 月に改定された。 

 都市計画マスタープランにおいて、分野別方針 2 に示された「公共用水域の保全」のため下水道（汚

水）の整備を行うとされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：瑞穂市都市計画マスタープラン（平成 30 年 3 月改定） 
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b) 市街化区域及び用途地域 

 瑞穂市内の市街化区域面積及び用途地域別面積を表 2-1、図 2-5 に示す。アクアパークみずほの建設予

定地は、市街化調整区域である。 

 

表 2-1 市街化区域面積及び用途地域別面積 

 
  

第一種低層住居専用地域 201.1 17.5 7.1

第二種低層住居専用地域 3.9 0.3 0.1

第一種中高層住居専用地域 149.7 13.0 5.3

第二種中高層住居専用地域 34.2 3.0 1.2

第一種住居専用地域 401.8 35.0 14.3

第二種住居専用地域 10.8 0.9 0.4

準住居地域 0.0 0.0 0.0

近隣商業地域 60.0 5.2 2.1

商業地域 22.3 1.9 0.8

準工業地域 99.0 8.6 3.5

工業地域 137.7 12.0 4.9

工業専用地域 30.0 2.6 1.1

計 1,150.5 100.0 40.8

815.5 ― 28.9

1,966.0 ― 69.7

853.0 ― 30.3

2,819.0 ― 100.0合　　　　計

用　　　途　　　区　　　分
面　積
(ha)

用途地域に対する
割合(％)

行政区域に対する
割合(％)

行
　
　
　
　
政
　
　
　
　
区
　
　
　
　
域

都
　
市
　
計
　
画
　
区
　
域

市
　
街
　
化
　
区
　
域

市　街　化　調　整　区　域

計

準　都　市　計　画　区　域
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図 2-5 用途地域図 

  

アクアパークみずほ 
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2.1.5 市内の公共用水域 

 瑞穂市では、市内の一級河川 14 箇所、排水路 60 箇所において継続的に水質調査を実施している。平

成 25 年度の 1 級河川の水環境マップ－BOD を図 2-6 に示す。BOD が 5mg/L を下回っている地点は約半

分であり、市街化区域を流れる新堀川や糸貫川、中川・宝江の下流で水質が悪化している。アクアパーク

みずほの放流先は、1 級河川起証田川である。 

  

 

 

出典：瑞穂市ホームページ 

図 2-6 平成 25 年度の 1 級河川の水環境マップ－BOD 

  

アクアパークみずほ 
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平成 30 年度の排水路の水環境マップ－BOD を図 2-7 に示す。その結果、夏季の調査では河川等の汚

濁の指標である BOD が５mg/L を超える地点が 5 箇所、冬季の調査では 23 箇所であった。 

 一般に BOD が 5mg/L を超える水質は、公共用水域の汚濁限界とされており、魚が棲めない水環境とさ

れている。水質汚濁の主な原因は、未処理の生活排水とされており、河川等の水質保全の観点からも下水

道や合併処理浄化槽の早期普及な状況である。 

 

 

出典：瑞穂市ホームページ 

図 2-7 平成 30 年度の排水路の水環境マップ－BOD 

 

  

アクアパークみずほ 
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2.1.6 災害対策 

a) 地震 

 瑞穂市において、大きな影響や被害が予想される地震は、駿河湾沖を震源とする東海地震、熊野灘沖を

震源とする東南海地震、これらの地震による複合型地震、及び関ケ原－養老断層系の活断層による内陸

型地震とされている。 

これらの地震の中で最も大きな被害が想定されているのが関ケ原－養老断層系であり、市内全域で震

度 6 弱以上の揺れがあるものとされている。特に市の西側は、震源に近いことから震度 6 強の揺れが想

定されている。また、揺れに伴う液状化の危険度は市全域で高く、長良川・揖斐川の近い地域は極めて危

険度が高いと想定されている。 

瑞穂市ハザードマップ（地震）によると、アクアパークみずほの建設予定地は震度 6 弱、液状化判定は

危険度が高い（5＜PL≦15）と想定がされている。 

 

出典：瑞穂市ハザードマップ（地震） 

図 2-8 瑞穂市ハザードマップ（地震）（左：揺れやすさマップ、右：液状化マップ） 

 

  

アクアパークみずほ アクアパークみずほ 
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b) 洪水 

瑞穂市は、東には長良川、西には揖斐川が流れ、輪中と呼ばれる水郷地帯であることから、河川の氾濫

や破堤による浸水被害に悩まされてきている地域である。昭和 51 年 9 月の水害では、多くの河川の氾濫

により市の中心部は 6 日以上の浸水被害を生じることとなった。100 年確率降雨が発生した場合、外水氾

濫により、ほぼ市全域で何らかの浸水被害が生じるものと想定されている。 

瑞穂市ハザードマップによると、アクアパークみずほの建設予定地では 2m 以上～5m 未満の浸水が想

定されている。 

 

  

出典：瑞穂市ハザードマップ（洪水） 

図 2-9 瑞穂市ハザードマップ（洪水）（左：S51.9 水害の浸水地域、右：100 年確率降雨の最大浸水） 

 

  

アクアパークみずほ アクアパークみずほ 
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市内には 16 本の中小河川が流れており、市内 9 箇所の排水機場により、浸水被害の発生を防止してい

る。アクアパークみずほの建設予定地周辺の雨水排水は、牛牧排水機場で行われる。 

 

 
図 2-10 市内の河川及び排水機場 

  

アクアパークみずほ 
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2.1.7 財政状況 

 瑞穂市の財政力指数の推移を表 2-2 に示す。財政力指数は 1.0 を下回り、地方交付税の交付を受けてい

るものの、岐阜県内の平均を上回っている。また、実質公債費比率は 1.1～1.6 で推移しており、現時点で

の公債費の負担は小さい。また、公共下水道事業の着手に備え、瑞穂市下水道事業対策基金として約 24

億円（令和 3 年 3 月現在）の基金を有している。 

 

表 2-2 財政力指数の推移 

 

 

  

指標 年度 財政力指数 経常収支比率 実質公債費比率

H26 0.78 83.1 1.4

H27 0.78 79.8 1.2

H28 0.77 84.8 1.5

H29 0.77 87.2 1.6

0.78 85.6 1.1

岐阜県内市町村平均 0.59 87.5 6.6

岐阜県内の市平均 0.62 89.9 6.2

瑞穂市

H30
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2.2 汚水処理施設の整備状況 

2.2.1 業務実施体制 

 瑞穂市の下水道課の業務実施体制を図 2-11、事務分掌を表 2-3 に示す。下水道課では、下水道、農業

集落排水施設、コミュニティ・プラントの 3 事業を所管し、それらに関連するあらゆる業務を実施して

いる。 

 

 

図 2-11 下水道課の業務実施体制 

 

表 2-3 下水道課の事務分掌 

課名 分掌事務 

下水道課 1 下水道、農業集落排水、コミュニティ・プラント(以下「下水道」という。)整備 

計画に関すること。 

2 下水道の調査及び企画に関すること。 

3 下水道事業会計に関すること。 

4 農業集落排水事業特別会計に関すること。 

5 下水道工事の調査、設計及び監督に関すること。 

6 下水道施設の維持管理に関すること。 

7 下水道台帳に関すること。 

8 下水道の受益者負担金及び分担金に関すること。 

9 下水道使用料に関すること。 

10 水洗化の普及促進に関すること。 

11 排水設備に関すること。 

12 排水設備指定工事店に関すること。 

13 上下水道事業審議会に関すること。 

14 集会場(駅西会館)に関すること。 

15 その他下水道事業に関すること。 

 

 

  

環境水道部⾧ 下水道課⾧ 主任

主任

補助職員
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2.2.2 汚水処理施設の概要 

 瑞穂市の汚水処理施設は、集合処理施設として特定環境保全公共下水道（西処理区）、農業集落排水施

設（呂久処理区）、コミュニティ・プラント（別府処理区）が既に供用開始しており、令和 2 年度より公

共下水道（瑞穂処理区）の事業着手がなされたところである。供用開始済の集合処理施設は、いずれも合

併前に事業着手されたものであり、コミュニティ・プラント（別府処理区）が穂積町、特定環境保全公共

下水道（西処理区）、農業集落排水施設（呂久処理区）が巣南町により事業着手されている。 

 集合処理施設の計画区域図を図 2-12、施設概要を表 2-4 に示す。これらの集合処理施設の内、市街化

区域内にあるものは、コミュニティ・プラント（別府処理区）のみである。 

 

 
図 2-12 集合処理施設の計画区域図 
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2.2.3 汚水処理人口普及率 

 汚水処理人口普及率の推移を図 2-13 に示す。令和元年度末の汚水処理人口普及率は 59.4%である。公

共下水道（瑞穂処理区）が未供用であることから、汚水処理人口に占める集合処理の割合は 20%と小さ

く、合併処理浄化槽が 80%を占めている。 

 

 

図 2-13 汚水処理人口普及率の推移 

 

  

単位：人
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2.2.4 汚水処理施設の維持管理 

 各汚水処理施設の維持管理状況を表 2-5 に示す。いずれの汚水処理施設の維持管理も仕様発注により

契約されている。維持管理業務は、下水道の整備等に伴う一般廃棄物処理業等の合理化に関する特別措

置法（以下、合特法）に基づく合理化協定に従い、当該の事業者と契約がなされている。 

 

表 2-5 各汚水処理施設の維持管理状況 

事業 アクアパークすなみ 呂久クリーンセンター アクアパーク別府水処理センター 

契約者 東海環境事業株式会社 東海環境事業株式会社 中央清掃（株） 

契約金額（税込） 25,520,000 6,270,000 33,220,000 

契約期間 1 年 1 年 1 年 

契約方法 仕様発注 仕様発注 仕様発注 

対象施設 アクアパークすなみ 

西マンホールポンプ 8 箇所 

呂久クリーンセンター 

呂久マンホールポンプ 2 箇所 

アクアパーク別府水処理センター 

別府マンホールポンプ 12 箇所 

業務範囲 保守点検業務 

運転操作監視業務 

水質試験業務 

事務業務 

その他業務 

分析機器・水質監視装置保守管理 

水質・汚泥成分、廃液成分分析 

一般廃棄物収集運搬 

保守点検業務 

技術監理業務 

UV 計校正保守業務 

水質検査 

その他業務 

 

保守点検業務 

運転操作監視業務 

水質試験業務 

事務業務 

その他業務 

分析機器・水質監視装置保守管理 

水質・汚泥成分、廃液成分分析 

一般廃棄物収集運搬 

保有処理能力 3,100m3/日 189m3/日 1,650m3/日 

 

  


